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1 序論 
 近年，東京都では飲食企業の競争が激しくなっている．
店舗のの売上げの違いを決定付けるものが「立地」であ
る．立地に適している場所に出店すれば，消費者が利用
する機会が多くなる．利用される機会が多ければ，利益
もそれだけ多く得られる．したがって，出店に際しては，
慎重に立地を吟味しなければならない．立地モデルの一
つとして，ハフモデルは消費者の移動距離と店舗の規模
によって，店舗の利用者数を予測し立地を評価する．し
かし，同業種店舗の集積効果など消費者が実際に考慮す
る要因が考慮されておらず，現実的な店舗の利用者数を
予測するのに課題が残る． 
 本研究の目的は, 同業種店舗集積の立地要因を考慮し
た上で, 立地モデルを構築し現実の立地データで分析し，
出店に適している場所を評価する指標を求めることであ
る．まず，実際に立地している異業種の飲食店舗分布と
夜昼間人口や施設などの地理情報との関係性を業種ごと
にまとめて，各業種の飲食店舗の立地する要因を考察す
る．次に，立地要因により，消費者の効用に着目して同
業種店舗の分散・集積効果を表現し，消費者の選択意思
を表せる立地モデルを構築する．最後に，現実のデータ
を用いて地域・業種ごとで，飲食店の立地特性を考察し，
モデルの検証を行い，以下の2つの評価指標を提案する. 
(I)   店舗市場占有率と店舗差別性により推定した地
域・業種パラメータ値の評価 
(II)  消費者に対して地域・業種の効用値の評価 
さらに, モデルに出店条件を仮定して入力し，各店舗の
立地場所の消費回数と利用人数の評価による最適の立地
場所を分析し提案する． 
 
2 飲食店舗の立地要因 
 研究対象は焼肉店，洋食料理店，日本料理店，中華料
理店に分類される店舗とし，同業種の集積効果の特徴を
持つと考える．店舗データは飲食情報サイドぐるなびの
API サービスを用いて，店舗の位置情報（経緯度），客
単価，業種分類，最寄駅を取得する．店の利用者データ
として，国勢調査の昼間人口メッシュデータ，日本地図
センターの推定消費購買力メッシュデータなどを用いる．
対象地域は東京都とする． 
 以下に，扱ったデータについて地域・業種から立地傾
向を分析し，立地に影響を及ぼすと思われる要因を考察
する． 
飲食店舗・駅の実際の分布 
 4つの業種の店舗実分布を全体的からみると，東京都
の中心部に高度集積しており，郊外部に分散しているこ
とが分かる．そして，鉄道線路沿いに立地することがあ
げられる．焼肉店舗の分布を図1に示す．都心部では焼
肉店は赤丸のように重要な鉄道駅の周囲に集積している．
都心を離れると，白丸のように鉄道に沿って分散してい
る．したがって，鉄道などの交通は重要な立地要素の一
つである． 
 
図1 東京都の焼肉店舗分布図と鉄道路線図 
人口・駅・店舗数の地域比較 
 考察によって，店舗の立地には駅と昼間人口分布の二
つの要因が複合して影響があることがわかる．例として，
図2と図3から，青色の中華料理店と赤色の焼肉店が比
較的多い台東区と江戸川区を考察する．赤の台東区では
駅が多くて，昼間人口が尐ないことが分かる．逆に青の
江戸川区では昼間人口が多くて駅が尐ないことが見える．
  
さらに，豊島区，江東区，板橋区，杉並区，練馬区など
の区は昼間人口・駅の数と比べると，各業種の店舗数は
それほど多くないことが分かる．よって，モデルの対象
地域を分ける時に，分け方に注目しなければならない． 
 
図2 東京都23区駅数と業種店舗数の比較図 
 
図3 東京都23区昼間人口数と業種店舗数の比較図 
地域・業種別の平均客単価分析 
 全体的に４つの業種は都心に客単価が高く，郊外に低
いことがわかる．図4から業種間の客単価を比べてみる
と，紫色の中華料理は客単価が最も低く，多くの地域で
は2000円から3000円前後である．赤色の洋食料理と青
色の焼肉の客単価は3000円から4000円で，地域間の客
単価差は小さいことが確認できる．客単価が最も高い緑
色の日本料理だと，都心部と郊外部の客単価は1.5倍か
ら2倍近くの差が付いている．さらに，各業種店舗の実
際の分布と合わせてみると，客単価が低い中華料理は支
出の低い郊外部に立地しており，客単価が高い日本料理
は支出の高い都心部に集中していることがわかる．よっ
て，各業種店舗の客単価と各地域の人口代表点の支出も
立地に影響がある． 
 モデルに取り入れる立地要素をまとめると，まず，実
際の店舗分布により，地域・業種を考えなければならな
い．次に，同業種店舗の分散・集積効果を表現するため，
地域・業種別の客単価と支出も要素の１つとしてモデル
に入れる．最後に，立地を評価する時に，昼間人口とす
る消費者，駅を中心とする交通の影響が不可欠である．  
 
図4 東京都地域・業種別店舗の平均単価比較図 
 
3 立地モデル 
 本研究の同業種店舗の分散・集積効果を表現するよう
な立地モデルでは，「ある地域に同業種店舗の集積により
様々な消費財を供給」→「効用高い」→「消費者集中」
→「より多く同業種店舗が参入し、専門料理街の形成」
という集積効果，多くの同業種店舗が集積することによ
って商圏内の激しい競争で新規店舗にとっては魅力的で
はなくなるという分散効果，この2つの効果を考える． 
 次の理論を基に立地モデルを構築する．①ミクロ経済
学では，消費者は自分自身の持つ効用関数を予算制約の
もとで最大化するように行動していると仮定する[2]．本
研究の消費者効用モデルは消費者が外食する時，地域・
業種を選択し行動する問題となる．つまり，消費者が一
定の予算（外食の費用）のもとで，効用を最大化する地
域業種の組み合わせを選んで，行動する問題を定義し解
を求める．②消費者の最適消費決定を多段階意思決定問
題として処理すると仮定している．本研究の多段階意思
決定は 2 段階の多段階予算型の効用関数を用いている．
消費者が外食しようと思った時，まず第1段階では，す
べての店舗を地域・業種に分けて地域・業種への支出の
配分を決定する．次に第2段階では，それぞれの地域・
業種の中の店舗についての支出を決定するという効用関
数になっている． 
 同業種の集積効果を表す消費者効用の基本モデルは集
積の経済やそれに基づく地域間格差の発生メカニズムに
おいて中心的な役割を果たしている Fujita, Krugman 
and Venables（1999）に代表される空間経済学の理論的
基礎となるDixit and Stiglitz（1977）の独占的競争モデ
  
ル[1]である． 
立地モデルの構築 
 上記の消費者行動理論と同業種店舗の分散・集積効果
理論を立地モデルにより表現する．消費者効用の最大化
問題を効用関数で定式化する．消費者の最適消費決定を
モデルの上位段階と下位段階問題で定式化する．同業種
店舗の分散・集積効果をモデルのパラメータにより実現
する．  
 下位段階の問題を次のように定式化する．𝑌𝑖𝑗𝑘で地域 
𝑖の消費者が地域 𝑗業種 𝑘に配分された外食支出を表す．
この𝑌𝑖𝑗𝑘の値は上位段階の問題により求められる．下位
段階の問題は予算𝑌𝑖𝑗𝑘のもとで，地域 𝑗業種 𝑘の部分効
用𝑀𝑖𝑗ｋを差別化された同業種店舗同士への消費回数
𝑚𝑖𝑗𝑘𝑛 の選択により最大にする問題である． 
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 下位段階の問題では部分効用関数𝑀に関して，すなわ
ち差別化された同業種店舗同士間における需要関数を考
えたが，より上位の段階にある消費者効用問題は，地域
業種間における支出配分に関する問題である．つまり，
総外食支出𝑌𝑘をすべての地域・業種に配分することであ
る．𝐺𝑖𝑗ｋは地域 𝑖の消費者に対して地域 𝑗業種 𝑘のすべ
て同業種店舗の消費指数を表す価格指数である．ここで
上位段階の問題は以下のように示される． 
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 2 段階の意思決定問題を合わせれば，以下のように立
地モデルを構築できる．  
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立地モデルから求める変数は消費回数𝑚𝑖𝑗𝑘𝑛 である． 
各変数とパラメータの詳細は以下の通りである． 
𝑈𝑖   ：地域 𝑖の消費者の総効用 
𝑆   ：業種の集合 
𝑅   ：地域の集合 
𝑀𝑖𝑗ｋ：地域 𝑖の消費者に対して地域 𝑗業種 𝑘の部分効用
関数 
𝛼𝑗𝑘  ：地域 𝑗業種 𝑘のシェアを表すパラメータ 
𝑌𝑖    ：地域 𝑖の消費者の総外食支出 
𝑝𝑖𝑗𝑘𝑛：地域 𝑖の消費者に対して地域 𝑗業種 𝑘の 𝑛番目店
舗の1回あたりの消費金額 
𝑚𝑖𝑗𝑘𝑛 ：地域 𝑖の消費者に対して地域 𝑗業種 𝑘の 𝑛番目
店舗の消費回数 
𝑁𝑗𝑘  ：地域 𝑗業種 𝑘の同業種店舗集合 
𝜎𝑗𝑘  ：地域 𝑗業種 𝑘の差別性を表すパラメータ 
 
4 モデルパラメータの推定実験 
 第 3 章で構築した立地モデルを東京都の 28 地域 4 業
種の飲食店舗に適用する．まず，消費者効用関数のパラ
メータαとσの推定実験を行う．次に推定したパラメー
タを設定した立地モデルで，実在する各飲食店舗のデー
タを用いて，上位段階問題の解となる各地域・業種の部
分効用を求めて，地域内での立地特性の考察や，地域間
での立地特性の比較を行う．最後に，新規店舗の条件を
設定して，下位段階問題の解となる店舗消費回数を求め
て，出店に適する立地を評価する． 
推定方法 
 まず，地域・業種別の店舗数をこの市場シェアパラメ
ータに対応させると定義する．パラメータαの値が大き
いほどシェアが大きくなり，その地域・業種の部分効用
が効くようになる．この性質は，実際に数多くの店舗の
集積により形成された専門料理街がよく消費者に選択さ
れて，消費者の満足度が高いことに一致している． 
 次に同業種店舗同士の客単価の相対標準偏差を用いて，
その地域・業種の差別性を示すパラメータσに対応させ
る．σは 1 に近いほど同業種店舗の差別性は強くなる．
σの増加により同業種店舗は互いにほぼ同質となる． 
  
 モデルから得られた部分効用は消費者の意思決定によ
る地域・業種への支出配分を表すので，その意思決定は
地域・業種別の店舗実分布に反映していると仮定する．
本研究では最も実分布と類似しているパラメータを相関
係数を基にして推定する．  
推定結果 
 相関係数最も高い =0.93のケースの地域・業種の消
費者部分効用（図5）から消費者の消費行動を考察する． 
 まず全体的に4業種の部分効用を比べてみると，赤色
の洋食料理のほうが最も高く，次が緑色の日本料理，最
後が青色の焼肉と紫色の中華料理であることがわかる．
実際にこの数年の飲食業界の動向をみてみると，洋食料
理の店舗数は日本料理より多いことが分かる．つまり消
費者にとって洋食料理のほうが選択が多様であり，消費
者に選択されやすい． 
 地域の選択として，渋谷エリアの洋食料理，銀座エリ
アの日本料理，新宿エリアの焼肉と中華料理は消費者に
とって効用が最も高いことが分かる．23区の周辺部なら，
錦糸町エリアの焼肉と洋食料理，人形町エリアの日本料
理と中華料理の効用が最も高い．東京西部では4業種と
もに中野と立川エリアで効用が最も高いことが分かる． 
 
図5 相関係数 =0.93のケースの消費者部分効用 
新規出店の評価 
 提案した消費者効用モデルでは，消費者に対して，各
地域に同業種の店舗が多ければ多いほど地域・業種の部
分効用が高くなる．しかし，飲食企業の立場から考える
と，着目したいのはモデルの下位段階の問題の解，各店
舗への消費回数である． 
 客単価1000から10000円までの新規店舗への消費回
数を地域の割合積み上げ図で表す．この図より，どの客
単価の店舗の出店がどの地域に適しているかを考察する．
例として，図6をみると，23区都心部では，単価が低い
焼肉店の出店なら，赤の赤坂と恵比寿エリアが適してい
る．それに対して，客単価が 4000 円以上になる焼肉店
の出店は青色の銀座エリアが最も適切であることがわか
る．それは，銀座エリアの差別性が最も高いからである． 
 
図6 23区都心部地域の新規焼肉店消費回数の割合図 
 
5 まとめと今後の課題 
 本稿では，同業種店舗の集積・分散効果が表現できる
立地モデルを構築し，新規店舗の出店立地の評価を行っ
た．  
 今後の課題としては，モデルでは店舗の規模による消
費者が店舗へ行く最大消費回数の制約を追加ことが挙げ
られる．より現実の消費行動としては，店舗の営業には
最大な収容人数があるので，この制約式を入れることで
モデルを改善できると考えられる． 
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